国際私法(高橋宏司担当)　2005年度期末試験
問1
ともに甲国国籍を有する妻Ⅹと夫Yとは1990年にともに20歳で婚姻し、翌年から一緒に日本に移り住んでいた。しかし、Yの暴力のため、2005年1月、Ⅹは離婚、500万円の財産分与及び300万円の慰謝料を求めて日本で提訴した。裁判所は離婚を認めた上で、慰謝料300万円の支払をYに命じたが、財産分与は認めなかった。以下に掲げるのは、その判決文の抜粋である。
「甲国法は、離婚の場合、配偶者の一方が相手方に対し財産分与請求権を有するとはしていないけれども、有責配偶者が相手方に支払うべき慰謝料の額を算定するにあたっては、婚姻中に協力して得た財産の有無・内容を斟酌することができるとしていると認められるのであり、したがって、その斟酌のいかんによっては財産分与請求権の行使を認めたのと実質的には同一の結果を生ずるのであるから、当該離婚について同法に従い財産分与請求権を認めないことが、直ちにわが国の法例33条にいう『公ノ秩序又ハ善良ノ風俗』に反することになると解すべきではない。しかし、甲国法のもとにおいて有責配偶者が支払うべきものとされる慰謝料の額が、当該婚姻の当事者の国籍、生活歴、資産状況、扶養の安否及び婚姻中に協力して得た財産の有無・内容等諸般の事情からみて、慰謝料及び財産分与を含むわが国の離婚給付についての社会通念に反して著しく低額であると認められる場合は、離婚に伴う財産分与請求につき同法を適用することが法例33条にいう『公ノ秩序又ハ善良ノ風俗』に反することになると解するのが相当である。この場合、右の財産分与請求について、法例33条により、甲国法の適用を排除し、日本民法を適用して財産分与の額を定めるべきである。」

(1) 法例33条の公序則が発動される要件及び効果について、この判決文を論評しなさい。(25点)

(2) 公序則が発動される要件及び効果について、(1)で表明した自説に従い、本問の事案に即して判決文の続きを書きなさい。但し、結論的には、慰謝料300万円の支払を命じたが、財産分与は認めなかった裁判所の結論に従うこと。(20点)
問2

日本人女Ⅹは，甲国人男Yと乙国で出会い、婚姻した。その際、互いに署名した書面で日附を入れて、夫婦財産制については、不動産を除いて、甲国法によることを合意したが、夫婦財産契約は結ばなかった。X・Yは、ともに乙国から日本に移り、すぐに良い物件を見つけることができたので購入して住み始めた。入居直後に、Xは家電製品一式を近所の電気屋Zから購入したが、代金は未納である。Zは、Xの夫がYであり、Yが甲国人であることを知っていたが、XとYが夫婦財産制の準拠法を指定していたことは知らなかった。甲国法においては、夫婦財産契約のない場合は夫婦別産制をとり、日本法と異なり、日常家事債務について夫婦の連帯責任は認められていない。上記の事実関係の下で、以下の独立した小問に答えなさい。

(1) ZはYに対し、代金を請求できるか。(15点)

(2) ZがX・Yの新居の近所に所在せず、Xが当該家電製品一式を丙国に所在するZの営業所から通信販売により購入したとすれば、ZはYに対し、日本の裁判所において代金を請求できるか。日本の裁判所の管轄権は認められるものとする。(10点)

(3) 夫婦財産制について甲国法によることを合意する書面に日附が入っていなければ、ZはYに対し、代金を請求できるか。(15点)

(4) 夫婦財産制について甲国法によることの合意が、YのXに対する詐欺によって結ばれた場合、ZはYに対し、代金を請求できるか。甲国法においては、いかなる合意も詐欺により結ばれたものは無効であるが、乙国法においては、夫婦間の合意は詐欺があっても有効である。(15点)
